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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第12期

会計期間
自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日

自 平成19年10月１日
至 平成20年９月30日

売上高（千円） 1,297,242 4,963,262

経常利益（千円） 89,060 469,805

四半期（当期）純利益（千円） 29,717 173,176

純資産額（千円） 2,373,310 2,561,115

総資産額（千円） 5,098,503 5,214,895

１株当たり純資産額（円） 34,023.57 35,143.80

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 439.94 2,514.97

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － －

自己資本比率（％） 43.8 46.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△344,855 230,719

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△47,218 △660,689

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△118,731 720,021

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 1,999,158 2,509,963

従業員数（人） 94 87

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第12期及び第13期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、バイク会員や不動産仲介会社

の囲い込み戦略を通じて収益機会の拡大を図り、当社グループの会員事業を強化するため、ジャパン少額短期保険株

式会社の株式を取得しました。これに伴い、当社の関係会社は子会社が１社増加しました。

　この結果、平成20年12月31日現在では、当社グループは、当社、子会社５社（JBR Bike Relations株式会社、JBR

Motorcycle株式会社、JBRインシュアランス株式会社、ベストロードシステム株式会社、ジャパン少額短期保険株式会

社）及び関連会社８社（セコムウィン株式会社、株式会社水の救急車、株式会社ハウスドクター、ジャパンロックレス

キューサービス株式会社、株式会社バイクブロス、日本マルチメディアサービス株式会社、ECO SMILE PLUS株式会社、

株式会社BAC）より構成されることとなりました。当社グループは、コールセンター事業をはじめ、会員事業、企業提携

事業等を展開しております。

　なお、加盟店数は429拠点、協力店は651拠点となっております。

 

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合
または被所有割合

(％)
関係内容

（連結子会社）

 

ジャパン少額短期保険

株式会社

 

東京都千代田区 575

 

その他の事業

(少額短期保険業)

100役員の兼任５名

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。 

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 94 〔63〕

（注）従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除く）であり、臨時雇用者数は〔〕内に１人１

日８時間換算による当第１四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。臨時雇用者数にはパー

トタイマー、アルバイト、派遣社員を含んでおります。

 

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 68 〔42〕

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く）であり、臨時雇用者数は〔〕内に１人１日８時間換算に

よる当第１四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。臨時雇用者数にはパートタイマー、アルバ

イト、派遣社員を含んでおります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは、生活総合救急サービスを主体とする会社であり、生産活動を行っていないため、該当事項はあり

ません。

(2）仕入実績

　当第１四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）
仕入高（千円）

コールセンター事業 881

会員事業 107,573

企業提携事業 579,489

加盟店事業 9,004

その他の事業 8,800

合計 705,749

（注）１　金額は、仕入価格によっております。

２　セグメント間の取引については相殺消去しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注実績

　該当事項はありません。

(4）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）
販売高（千円）

コールセンター事業 106,516

会員事業 394,335

企業提携事業 692,633

加盟店事業 80,018

その他の事業 23,739

 合計 1,297,242

（注）１　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

販売高（千円） 割合（％）

株式会社アクアライン 174,423 13.4

２　セグメント間の取引については相殺消去しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

EDINET提出書類

ジャパンベストレスキューシステム株式会社(E05509)

四半期報告書

 4/28



２【経営上の重要な契約等】

当社は、平成20年10月10日開催の取締役会において、ジャパン少額短期保険株式会社（旧リプラス少額短期保険株

式会社）の株式の100％を取得することを決議し、同社が実施する株主割当増資を引き受けることを決議いたしまし

た。

この結果、平成20年10月10日付で株式会社リプラス破産管財人との間で停止条件付株式譲渡契約を締結し、平成20

年10月22日に、関東財務局より少額短期保険主要株主の承認を受けたことにより、同社は、当社の子会社となりまし

た。また、当社は同社の株主割当増資を引き受け、平成20年11月７日に全額払い込んでおります。

 

(1) 株式取得及び株主割当増資による子会社化の目的

バイク会員や不動産仲介会社の囲い込み戦略を通じて収益機会の拡大を図り、当社グループの会員事業を強化す

るため、同社株式を取得し、事業基盤の安定化を図るため、当社が同社の株主割当増資を引き受けることとしまし

た。

 

(2) 子会社の概要

 ① 商号 ジャパン少額短期保険株式会社（旧リプラス少額短期保険株式会社）

 ② 本店所在地 東京都千代田区大手町二丁目６番２号

 ③ 設立時期 平成18年４月５日

 ④ 事業内容 少額短期保険業

 ⑤ 資本金 525,000千円

 ⑥ 取得する株式の数及び取得価額 15,000株、35,000千円

 ⑦ 従業員数 ７名

 ⑧ 株主構成 当社100％

 ⑨ 決算期 ３月31日

 

(3) 株主割当増資引受の概要 

 ① 発行する新株式数 普通株式　40,000株

 ② 発行価額 １株につき　2,500円

 ③ 発行価額の総額 100,000千円

 ④ 資本組入額 １株につき　1,250円

 ⑤ 資本組入額の総数  50,000千円

 ⑥ 増資後の資本金 575,000千円

 ⑦ 払込期日 平成20年11月７日

 

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的金融危機に伴って景気悪化が顕著となり、製造業を中心

とする企業の急激な販売不振、大幅な雇用削減等、先行きの不透明感が一段と強まるなかで推移しました。

このような状況の下、当社グループはコールセンター事業においては、成約率の上昇等によりカギ部門の業績が順

調に推移し、パソコンサービス部門の業績もパソコンのメモリー増設作業等の作業件数が増加したことにより、順調

に推移いたしました。

会員事業におきましては、バイク会員では、バイクショップにおけるバイク購入者に対する会員サービスの企画・

運営を行う連結子会社「JBR Motorcycle株式会社」の「バイクよくばりあんしん倶楽部会員」の会員獲得が引き続

き好調であります。生活会員では、不動産市況の悪化の影響で、賃貸住宅入居者向け「安心入居サポート」がやや伸び

悩みましたが、「学生生活110番」会員が順調に伸びております。

企業提携事業においては、水の救急車事業の業績が順調に推移し、コールセンター受託事業ではコールセンター受

託企業数が引き続き増加しているため、業績は順調に推移しました。

また、バイク会員や不動産仲介会社の囲い込み戦略を通じて会員事業を強化するため、平成20年10月に「ジャパン

少額短期保険株式会社」を連結子会社とし、少額短期保険事業を開始いたしました。

以上の結果として、当第１四半期連結会計期間における売上高は、1,297,242千円、営業利益は、105,917千円と順
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調に推移しましたが、連結子会社となった「ジャパン少額短期保険株式会社」の保険業法第113条繰延資産償却費

16,288千円の影響により、経常利益は、89,060千円となりました。四半期純利益は、投資有価証券評価損21,181千円を

計上したことにより、29,717千円となりました。　 

当第１四半期連結会計期間における作業件数はガラス関連サービス７千件、水まわり関連サービス10千件、カギの

交換関連サービス11千件であり、新規入会会員数はバイク会員24千人、生活会員24千人です。当第１四半期連結会計期

間末において、加盟店数は429拠点、協力店数は651拠点、コールセンター受託企業数は126社です。

 

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　コールセンター事業

コールセンター事業におきましては、バイク部門の売上が5,008千円、カギ部門の売上が39,986千円、パソコン部

門の売上が19,322千円、自動車部門の売上が8,164千円、リフォーム部門の売上が4,341千円と推移いたしました。こ

の結果、当第１四半期における当事業の売上高は、106,516千円となり、営業利益は49,026千円となりました。

 

②　会員事業

会員事業におきましては、バイク会員では、「ホンダ会員」の売上が77,086千円、「バイクよくばりあんしん倶楽

部会員」の売上が93,004千円となりました。この結果、バイク会員の売上高は、232,709千円となりました。

生活会員では、「安心入居サポート」の売上が150,663千円、「学生生活110番」の売上が24,577千円となりまし

た。この結果、当第１四半期における当事業の売上高は、423,468千円となり、営業利益は73,322千円となりました。

 

③　企業提携事業

企業提携事業におきましては、水の救急車事業の売上が320,237千円、セコムウィン事業の売上が47,819千円、

コールセンター受託事業の売上が186,281千円と順調に推移しましたが、旭硝子ガラスの救急車事業の売上が

210,288千円となりました。この結果、当第１四半期における当事業の売上高は、765,902千円となり、営業利益は

32,349千円となりました。

 

④　加盟店事業

加盟店事業におきましては、プロモーション業務による加盟店への売上が70,055千円となりました。この結果、当

第１四半期における当事業の売上高は、80,018千円となりました。しかし、プロモーション業務に対応する広告宣伝

費を当セグメントに計上しているため、営業損失は21,754千円となりました。

 

⑤　その他の事業

その他の事業におきましては、当連結会計年度より開始した少額短期保険事業の売上が22,499千円、シンプルセ

キュリティ事業の売上が1,239千円となりました。この結果、当第１四半期におけるその他の事業の売上高は23,739

千円となり、営業利益は11,707千円となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、税金等調整前四半期純利益

74,515千円を計上し、長期借入れによる収入300,000千円があったものの、前払費用242,837千円、預け金146,022千円

の増加及び自己株式取得による支出142,546千円等により、1,999,158千円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間の営業活動の結果、支出した資金は344,855千円となりました。これは税金等調整前四

半期純利益74,515千円を計上したものの、前払費用242,837千円及び預け金146,022千円が増加し、法人税等を

90,165千円支払ったためであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間の投資活動の結果、支出した資金は47,218千円となりました。これは保険業法第113条

繰延資産の増加50,891千円があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間の財務活動の結果、支出した資金は118,731千円となりました。これは長期借入れによ

る収入が300,000千円あったものの、短期借入金の純減200,000千円や自己株式取得による支出142,546千円があっ

たことによるものです。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)　研究開発活動
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　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 192,000

計 192,000

②　【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月12日）

上場金融商品取引所名ま
たは登録認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 68,858 68,858

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

－

計 68,858 68,858 － －

 (注）１.「提出日現在発行数」欄には、平成21年２月１日からこの第１四半期報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行されたものは含まれておりません。

２．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株制度は採用しておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

 　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成16年９月14日　臨時株主総会決議（第２回）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 670

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 670

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）１,２ 83,334

新株予約権の行使期間
平成18年９月14日から

平成26年９月13日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　  83,334

資本組入額　　　  41,667

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―

　（注）１．当社が払込価額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行

う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．新株予約権行使の条件

①　新株予約権の付与を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社の取締役若

しくは従業員の地位にあること、または契約に基づいて当社の業務に協力する関係にあることを要しま

す。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がそれを行使できるものとします。

③　新株予約権の抵当・質入、その他の処分は認めません。

④　この他の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権付与契約」に定めるところによります。

４．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、権利放棄及び退職等により割当対象でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。
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②　平成16年９月14日　臨時株主総会決議（第３回）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 132

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 132

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）１,２ 83,334

新株予約権の行使期間
平成16年９月14日から

平成26年９月13日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　  83,334

資本組入額　　　  41,667

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―

　（注）１．当社が払込価額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行

う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．新株予約権行使の条件

①　新株予約権の付与を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社監査役、当

社取締役若しくは従業員の地位にあること、または当社の業務に協力する関係にあることを要します。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がそれを行使できるものとします。

③　前記②の定めは、新株予約権者が法人である場合においては適用しないものとします。

④　新株予約権の抵当・質入、その他の処分は認めません。

⑤　この他の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権付与契約」に定めるところによります。
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③　平成17年12月27日　定時株主総会決議（第４回）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 802

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 802

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）１,２ 240,000

新株予約権の行使期間
平成20年３月10日から

平成29年12月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　 240,000

資本組入額　　　 120,000

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―

　（注）１．当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

３．新株予約権行使の条件

①　新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社取締役、

従業員及び取引先その他これに準ずる地位にあることを要するものとします。ただし、任期満了による退

任、定年退職、その他これに準ずる正当な理由のある場合は、この限りでないものとします。

②　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がそれを行使できるものとします。

③　新株予約権の抵当・質入、その他の処分は認めません。

④　この他の条件は、新株予約権発行の株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約」に定めるところによります。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。  

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日
－ 68,858 － 756,860 － 800,060

 

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

当第１四半期会計期間において、会社法第155条第３号の規定に基づき、自己株式を3,275株取得したことに

より、平成20年12月31日現在、次のとおり自己株式を保有しております。

氏名または名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式総数に対する所有株

式数の割合（％）

ジャパンベストレスキューシス

テム株式会社
名古屋市昭和区鶴舞二丁目17番17号  3,275  4.75

 

（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①　【発行済株式】 

 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　 3,275 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　 65,583 65,583 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 68,858 － －

総株主の議決権 － 65,583 －

　  

②　【自己株式等】

 平成20年12月31日現在

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ジャパンベストレスキュー

システム株式会社

名古屋市昭和区鶴舞二丁

目17番17号
3,275 － 3,275 4.75

計 － 3,275 － 3,275 4.75
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
10月

11月 12月

最高（円） 45,450 44,900 48,500

最低（円） 29,900 37,200 41,600

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

 

３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,999,158 2,509,963

売掛金 370,035 329,749

商品 12,038 8,005

その他 698,619 382,526

貸倒引当金 △9,968 △11,288

流動資産合計 3,069,883 3,218,957

固定資産

有形固定資産 ※1
 95,521

※1
 58,152

無形固定資産

のれん 18,274 －

その他 182,121 204,669

無形固定資産合計 200,395 204,669

投資その他の資産

投資有価証券 1,172,403 1,235,350

その他 564,521 499,360

貸倒引当金 △45,766 △6,591

投資その他の資産合計 1,691,159 1,728,119

固定資産合計 1,987,075 1,990,942

繰延資産 41,544 4,996

資産合計 5,098,503 5,214,895

負債の部

流動負債

買掛金 249,778 193,903

短期借入金 700,000 900,000

1年内返済予定の長期借入金 221,877 173,548

未払法人税等 5,326 93,358

賞与引当金 3,223 14,116

会員引当金 131,971 143,095

その他 357,413 286,035

流動負債合計 1,669,590 1,804,057

固定負債

長期借入金 966,528 740,448

その他 89,074 109,275

固定負債合計 1,055,602 849,723

負債合計 2,725,193 2,653,780
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 756,860 756,860

資本剰余金 800,060 800,060

利益剰余金 840,611 879,751

自己株式 △142,546 －

株主資本合計 2,254,986 2,436,673

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △23,618 △16,741

評価・換算差額等合計 △23,618 △16,741

少数株主持分 141,942 141,183

純資産合計 2,373,310 2,561,115

負債純資産合計 5,098,503 5,214,895
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 1,297,242

売上原価 705,749

売上総利益 591,492

販売費及び一般管理費 ※
 485,575

営業利益 105,917

営業外収益

受取利息 948

受取配当金 431

持分法による投資利益 3,151

その他 2,070

営業外収益合計 6,602

営業外費用

支払利息 5,585

保険業法第113条繰延資産償却費 16,288

その他 1,585

営業外費用合計 23,458

経常利益 89,060

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,481

投資有価証券売却益 2,950

固定資産売却益 1,622

特別利益合計 7,053

特別損失

固定資産除却損 418

投資有価証券評価損 21,181

特別損失合計 21,599

税金等調整前四半期純利益 74,515

法人税、住民税及び事業税 3,937

法人税等調整額 40,101

法人税等合計 44,039

少数株主利益 758

四半期純利益 29,717
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 74,515

減価償却費 27,679

保険業法第113条繰延資産償却費 16,288

のれん償却額 961

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,679

賞与引当金の増減額（△は減少） △10,893

会員引当金の増減額（△は減少） △11,124

受取利息及び受取配当金 △1,380

支払利息 5,585

持分法による投資損益（△は益） △3,151

固定資産売却損益（△は益） △1,622

固定資産除却損 418

投資有価証券売却損益（△は益） △2,950

投資有価証券評価損益（△は益） 21,181

売上債権の増減額（△は増加） △40,285

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,170

預け金の純増（△）減 △146,022

前払費用の増減額（△は増加） △242,837

差入保証金の増減額（△は増加） △3,508

破産更生債権等の増減額（△は増加） 198

仕入債務の増減額（△は減少） 55,875

未払金の増減額（△は減少） △4,041

前受収益の増減額（△は減少） △7,091

長期前受収益の増減額（△は減少） △20,200

その他 49,143

小計 △250,111

利息及び配当金の受取額 1,060

利息の支払額 △5,638

法人税等の支払額 △90,165

営業活動によるキャッシュ・フロー △344,855

EDINET提出書類

ジャパンベストレスキューシステム株式会社(E05509)

四半期報告書

19/28



（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の売却による収入 11,896

有形固定資産の取得による支出 △11,197

無形固定資産の取得による支出 △3,154

投資有価証券の売却による収入 33,292

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△24,535

貸付けによる支出 △23,000

貸付金の回収による収入 20,370

保険業法第113条繰延資産の増減額（△は増加） △50,891

投資活動によるキャッシュ・フロー △47,218

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000

長期借入れによる収入 300,000

長期借入金の返済による支出 △25,591

株式の発行による支出 △350

自己株式の取得による支出 △142,546

配当金の支払額 △50,243

財務活動によるキャッシュ・フロー △118,731

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △510,805

現金及び現金同等物の期首残高 2,509,963

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,999,158
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

 連結の範囲の変更

　当第１四半期連結会計期間より、新規の株式取得に伴い、ジャパン少額短期保険株式

会社を連結の範囲に含めております。

２．会計処理基準に関する事

項の変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、先入先出法による原価法に

よっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、先入先出

法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定しております。これによる損益への影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

 
 
 

当第１四半期連結会計期間 
（自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用し

て貸倒見積高を算定しております。

２．固定資産の減価償却費の

算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。

３．会員引当金の見積高の算

定方法

当第１四半期連結会計期間末の会員からの作業依頼により発生する外注費の発生実

績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる場合に

は、前連結会計年度末の発生実績率等を使用して会員引当金の見積高を算定しており

ます。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年９月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 65,102千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 57,342千円

　２．当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行９行と当座貸越契約を締結しております。当第１四

半期連結会計期間における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 2,300,000千円

借入実行残高 700,000千円

差引額 1,600,000千円

　

　２．当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行９行と当座貸越契約を締結しております。当連結会

計年度における当座貸越契約に係る借入金未実行残高

は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 2,400,000千円

借入実行残高 900,000千円

差引額 1,500,000千円

　

  

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

給料手当 136,501千円

賞与引当金繰入額 3,223千円

　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

EDINET提出書類

ジャパンベストレスキューシステム株式会社(E05509)

四半期報告書

22/28



当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,999,158千円

現金及び現金同等物 1,999,158千円

 

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  68,858株
　 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  3,275株
 

３．配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年12月25日

定時株主総会
普通株式 68,8581,000平成20年９月30日平成20年12月26日利益剰余金

　

４．株主資本の金額の著しい変動

自己株式の取得

当社は、平成20年11月10日開催の取締役会決議に基づき、平成20年11月12日から平成20年12月31日までの期

間に、自己株式3,275株 142,546千円を取得しております。 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 当第１四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
コールセン
ター事業
（千円）

会員
事業
（千円）

企業提携
事業
（千円）

加盟店
事業
（千円）

その他
の事業
 （千円）

計
 

 （千円）

消去または
全社
 （千円）

連結
 
（千円）

売上高         

(1) 外部顧客に対

する売上高
106,516394,335692,63380,01823,7391,297,242－ 1,297,242

(2) セグメント間

の内部売上高

または振替高

－ 29,13273,269 － － 102,401(102,401)－

計 106,516423,468765,90280,01823,7391,399,644(102,401)1,297,242

営業利益(または

営業損失)
49,02673,32232,349(21,754)11,707144,649(38,732)105,917

（注）１．事業区分の方法

事業区分は、内部管理上採用している区分をベースに、事業の種類、性質の類似性を勘案して５つに分類し

ました。

２．各事業区分の主な内容

部門 主要事業

コールセンター事業 バイク・自動車ロードサービス、カギ、各種クリーニング等に関するコールセンター

会員事業
バイクよくばりあんしん倶楽部、新Honda DREAM盗難補償システム会員、Honda Motorcycle盗難

補償システム会員、Club YAMAHA盗難補償システム会員、学生生活110番、安心入居サポート等

企業提携事業 ガラス、水まわり等の包括提携事業、法人向けコールセンター

加盟店事業 広告宣伝等のプロモーション業務による売上、カギのシリンダー等の販売

その他の事業 少額短期保険、シンプルセキュリティ、その他

 

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年９月30日）

１株当たり純資産額 34,023.57円 １株当たり純資産額 35,143.80円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 439.94円

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円） 29,717

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 29,717

期中平均株式数（株） 67,550

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

―――

 

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

―――
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（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っており、リース

取引残高が前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められます。

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び残高相当額

 

取得価額
相当額
 
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

残　高
相当額
  
(千円)

工具器具及び備品 15,66214,6431,018

ソフトウェア 232,98474,761158,223

合計 248,64789,405159,242

(2) 未経過リース料残高相当額

１年内 47,072千円

１年超 115,779千円

合計 162,852千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 13,494千円

減価償却費相当額 12,432千円

支払利息相当額 1,367千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に

よっております。

 

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月12日

ジャパンベストレスキューシステム株式会社

取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中浜　明光　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　隆行　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャパンベストレ

スキューシステム株式会社の平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度及び第１四半期連結累計期間

（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジャパンベストレスキューシステム株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはⅩＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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